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敷島公園指定管理者募集要項

敷島公園の管理業務を効果的かつ効率的に行うため、次のとおり指定管理者を募集しま

す。

第１ 施設の概要

１ 施設の名称 敷島公園

２ 所在地 前橋市敷島町

３ 概要

(1) 施設規模 面積 １７．８ヘクタール

(2) 施設の設置目的

敷島公園は、大正１１年に前橋市が官有地の払い下げを受け郊外公園として

誕生し、大正１４年に敷島公園と命名され、昭和２５年に総合運動場として県

に移管され整備された運動公園です。

開園当時の松林を残しつつ、県内最高峰の運動施設を有した運動公園として、

県民のスポーツ・レクレーション活動の拠点として設置しています。

(3) 施設の基本的性格

敷島公園は前橋市の利根川左岸に位置し、公園内には約３００本の松林を有

しています。

公園内には、各種運動施設があり、県内の競技スポーツ開催の中心的な場所

となっています。また、過去には国体のメイン会場として利用され、それ以外

にも全国的、全県的なイベントの開催会場として利用されています。

なお、平成１７年度からは、公園内の正田醤油スタジアム群馬（陸上競技場）

が、プロサッカークラブ「ザスパクサツ群馬」のホームスタジアムとなってい

ます。

また、平成２０年度からは、公園内の上毛新聞敷島球場（野球場）がプロ野

球ＢＣリーグに所属する「群馬ダイヤモンドペガサス」のホームゲームに使用

されています。

(4) 主要施設の構成

①正田醤油スタジアム群馬（陸上競技場）

②補助陸上競技場

③上毛新聞敷島球場（野球場）

④関水電業敷島プール（水泳場）



- 2 -

⑤アースケア敷島サッカー・ラグビー場（サッカー・ラグビー場）

⑥テニスコート

⑦駐車場

(5) 施設の管理運営方針

ア 設置目的を達成するために施設の効率的かつ効果的な管理を行い、利用者

の利便性の向上や管理経費の節減を図る。

イ 県民のスポーツ・レクリエーションに関する活動を促進するための事業を、

最小の経費で最大の効果が出るように実施する。

ウ 利用者の意見を管理運営に反映させ、利便性の向上や事業内容の充実など

の県民サービスの向上を図る。

第２ 管理の業務等の範囲

１ 指定管理業務等

指定管理者が行う業務の範囲は、次に掲げる業務とします（詳細は別添仕様書を確

認してください。）。

(1) 公園施設（都市公園法第５条第１項により設置又は管理の許可を受けたものが

設置し、又は管理する公園施設を除く。以下同じ）の維持管理に関する業務

(2) 公園施設の使用の受付及び案内に関する業務

(3) 群馬県立公園条例第２１条の３に規定する指定管理者が行う管理の業務※

(4) 群馬県立公園条例第２１条の４に規定する指定管理者が行う収受の業務※

(5) その他、指定管理者管理県立公園の管理に関する事務のうち、知事が別に定め

る業務

(6) 都市公園法第５条の規定による許可した民間事業者による公園内便益施設との

公園利用者の増加および維持管理業務の連携

※行為の期間が１年以上にわたるもの及びアマチュアスポーツ以外のスポーツに係

る利用（県内に活動の拠点を置くスポーツチームによるものに限る。）を除く。

２ 自主事業

指定管理者は、指定管理業務のほかに自主事業を企画・立案して行うことができま

す。

自主事業を計画している場合は、「作成要領 様式２ 事業計画書」に指定管理業

務と区別して内容を記載してください。

また、自主事業の計画は、以下の留意事項を踏まえて作成してください。
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【留意事項】

(1) 指定管理者が、自主事業を実施する場合には、あらかじめ県と協議しその承認を

得なければなりません。

(2) 県は、敷島公園の設置目的に合致し、かつ管理業務の実施を妨げない範囲である

と認められる場合に、自主事業の実施を承認します。

(3) 指定管理者は、自らの責任と費用により、自主事業を実施するものとします。ま

た、自主事業による収入は指定管理者が収受するものとします。

(4) 自主事業に要する経費に群馬県が支払う管理に要する経費（指定管理料）を充て

ることはできません。

(5) 自主事業の内容については、「作成要領 様式２ 事業計画書」に指定管理業務

と区別して記載してください。

ただし、事業計画書において提案された自主事業の実施に当たっての可否につい

ては、知事と協定を締結する際に改めて協議するものとします。

(6) その他自主事業の実施に当たって、群馬県立公園条例に定める使用料を、指定管

理者が支払う必要がある場合があります。

自動販売機の設置について、全て公募制による一般競争入札により決定することと

します。敷島公園では２８台を設置します。一般競争入札により決定した使用料につ

いて、２８台のうち７台は県との契約とし、残りの２１台は指定管理者との契約とし

ます。設置箇所は下図のとおり。なお、指定管理者において、この契約による使用料

収入は公園利用者を対象としたイベント等自主事業の財源とすることとします。

○県契約箇所：７台（②の３台，④の２台，⑥の１台，⑦の１台）

○指定管理者契約箇所：２１台

（①の７台，③の３台，⑤の４台，⑧の２台，⑨の１台，⑩の１台，⑪の１台，

⑫の１台，⑬の１台）

⑫ ⑨

①

⑥
⑪

⑦

⑧ ⑩

⑤

⑬
④ ②

③
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第３ 管理の業務の成果目標

管理運営の成果目標は、施設利用者数が年間６４万人以上であることとします。

また、この他にも適宜成果目標を設定し、事業計画書に記載してください。

＜参考＞令和元年度，２年度の施設利用者数

令和元年度 令和２年度

入園者 ６６１，２３１人 ２０２，６３９人

第４ 指定の期間

令和４年４月１日から令和７年３月３１日までとします。

ただし、指定の期間中であっても、施設の管理を継続することができないと知事が認

めるときは、指定を取り消すことがあります。

第５ 申請に必要な資格

指定の申請を行うことができるのは、法人その他の団体（以下「団体」という。）で、

次に掲げる条件の全てを満たす者とします。

１ 団体又はその代表者が、次の事項（欠格事項）に該当しないこと（(6)及び(9)につ

いては、役員等を含む。）。

なお、団体であれば法人格の有無は問いません。

(1) 法律行為を行う能力を有しない者（法人でない団体の場合、その代表者）

(2) 破産者で復権を得ない者

(3) 地方自治法施行令第167条の４第２項（同項を準用する場合を含む。）の規定に

より、群馬県における一般競争入札等の参加を制限されている者

(4) 当該団体の責めに帰すべき事由により、地方自治法第244条の２第11項の規定に

基づき群馬県又は他の地方公共団体から指定を取り消され、その取消しから２年を

経過しない者

(5) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定す

る暴力団をいう。以下同じ。）

(6) 暴力団の構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。以下同じ。）又は暴力団の

構成員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）

(7) 暴力団員等が事業活動を実質的に支配している者

(8) 親会社等又はその代表者、役員等が(5)から(7)までに該当する者

(9) (5)から(8)までに掲げる者と便益の供与、交際等の関係を有する者（雇用又は

使用している場合及び業務委託、資材調達等をしている場合を含む。）

(10) 納付すべき税（群馬県税、法人税（法人の場合）、申告所得税（法人でない団体
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の場合、その代表者）、消費税及び地方消費税）を滞納している者

(11) 障害者の雇用の促進等に関する法律に基づく障害者雇用率が達成されておらず、

かつ、障害者雇用納付金を滞納している者

(12) 群馬県議会議員、知事、副知事、企業管理者及び行政委員会の委員が無限責任

社員、取締役、執行役若しくは監査役若しくはこれらに準ずべき者、支配人又は

清算人となっている団体（議員以外の者にあっては、群馬県が資本金、基本金そ

の他これらに準ずるものの２分の１以上を出資している法人を除く。企業管理者

及び行政委員会の委員については、その職務に関連する施設に限る。）

２ 群馬県内に本社又は本店を有する団体であること。

ここでいう「本社又は本店」とは、登記上の本社又は本店とする（法人格のない団

体については、定款等で本社又は本店等が群馬県内と定められていて、かつ、実際に

本社又は本店機能を有する事業所が群馬県内にあることを要する。）。

３ グループ申請の場合の条件は次のとおり。

(1) 複数の団体がグループを構成して応募する場合は、代表となる団体を定めると

ともに構成団体は連帯して責任を負います。

(2) グループを構成する全ての団体は、前記１の条件を満たす必要があります。

(3) 同時に本施設の指定管理者に応募する複数のグループの構成団体となることは

できません。

(4) 単独で応募した団体は、グループで応募する場合の構成団体となることはでき

ません。

(5) 代表となる団体及びグループを構成する団体の変更は原則として認めません。

ただし、グループを構成する団体については、業務遂行上支障がないと群馬県が

判断した場合に限り、変更を認める場合があります。

(6) 代表となる団体は前記２の条件を満たす必要があります。

４ 公園又は公園の類似施設の管理実績を有すること。（※）

５ 必要な有資格者を配置できること。

なお、高木の維持管理は造園の専門業者の管理とする。（内容は別添業務仕様書の

とおり）

６ 現場責任者が現場事務所に常駐できること。（グループで申請する場合は、現場責

任者は代表団体の所属とする。）
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７ １つの団体（グループ申請の場合の構成団体を含む）が同時に申請できるのは、県

土整備部都市計画課が所管する都市公園のうち「２公園」までとします。

（※）公園又は公園の類似施設の管理実績を有することの条件について

①「公園」とは

広く一般に公開されている公園をいい、有料無料、県内県外、公的民間の別は問

いません。

②「公園の類似施設」とは

広く一般に公開されている遊園地、体験型牧場、体験型農園、ゴルフ場等の誘客

施設とし、有料無料、県内県外、公的民間の別は問いません。

③「管理実績」の認定について

公園及び公園の類似施設の管理経験があること。

第６ 申請の方法

１ 提出書類

下記に掲げる書類により申請してください。

申請書類一式の作成に当たっては、別紙「敷島公園指定管理者申請書作成要領（以

下「作成要領」という。）」を参照してください。

なお、審査の過程で追加資料の提出を求めることがありますので、あらかじめ御承

知おきください。

(1)指定管理者指定申請書（作成要領 様式１）

(2)事業計画書

①事業計画書（作成要領 様式２）

②事業計画書要旨（作成要領 様式３）

事業計画書の内容をＡ４判３～４枚程度にまとめてください。

なお、事業計画書の要旨は申請受付期間終了後、群馬県ホームページで公表します。

(3)団体等及び代表者が欠格事項に該当しない旨の申告書（作成要領 様式４）

(4)決算書又はこれに相当する書類（申請の日の属する事業年度の直近３事業年度の書

類）（原本の写し及び作成要領 様式１２、１３、１４。ただし、様式１２、１３、

１４については、商業、製造業、建設業等、現在用いている決算書に基づく三期

連続決算書の添付に代えることができる。）

(5)事業報告書又はこれに類する書類（申請の日の属する事業年度の前事業年度の書類）

(6)定款、寄付行為又はこれらに相当する書類

(7)法人については登記事項証明書、法人以外の団体にあっては代表者の住民票の写し

（個人番号（マイナンバー）が記載されていないもの）
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(8)役員の名簿

(9)群馬県税、消費税及び地方消費税、その他納付すべき税の納税証明書

(10)労働保険に加入していることを証する書類(従業員を雇用していない事業者は除

く。)

(11)社会保険に加入していることを証する書類（従業員を雇用していない事業者は除

く。）

(12)就業規則の写し（届出義務がある事業者に限る。）

(13)障害者の雇用の促進等に関する法律に定める障害者雇用状況報告書の写し（提出義

務がある事業者に限る。）

(14)障害者の雇用の促進等に関する法律に定める障害者雇用納付金にかかる申告書の写

し及び納付書の写し（令和２年度及び令和元年度のもの）（対象となる事業者に限

る。）

(15)グループ申請の場合は、構成する団体等を記載した書類（作成要領 様式７）

(16)グループ申請の場合は、グループによる申請に当たっての誓約書(作成要領 様式８）

(17)グループ申請の場合は、申請手続きに関する委任状（作成要領 様式９）

(18)園長及び現場責任者の予定者（※）の氏名と経歴（作成要領 様式１５）

(19)公園又は公園の類似施設の管理実績を証明するもの（作成要領 様式１６）

(20)労務管理に関する調査書（作成要領 様式１７）

(21)社会保険算定基礎届の控え（受領印のあるもの）の写し（最新のもの）

（※）園長及び現場責任者の予定者（以下「予定者」という。）について

①予定者は、公園又は公園の類似施設の管理の経験がなくても可とする。

②園長は開園日数の半分以上を現場勤務とする者とする。

③園長は現場責任者を兼ねることができる。

２ 提出方法

(1) 提出場所

前橋市大手町一丁目１番１号

群馬県県土整備部都市計画課公園緑地係（群馬県庁２２階南側フロア）

(2) 提出方法

持参又は郵送（書留扱い）により提出してください。電子メールやファクシミリ

による提出は無効とします。

(3) 提出部数

提出部数は、正１部、副１４部の計１５部とします。

ただし、（21）社会保険算定基礎届の控えの写しは１部とします。
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３ 著作権の帰属等

(1) 提出された申請書類の著作権は、申請者に帰属します。

(2) 選定結果の公表などに際し、申請書類の内容を使用する場合には、申請者と協

議し、承諾を得た上で使用することとします。

(3) 提出された書類は、群馬県情報公開条例により非公開とすべき部分を除き、公

開することがあります。

４ その他

(1) 申請者名は、事業計画書要旨と併せて、申請受付期間終了後に群馬県ホームペ

ージで公表します。

(2) 提出された申請書類は、理由のいかんを問わず、返却いたしません。

ただし、(21)社会保険算定基礎届の控えの写しは、申請者の希望により返却す

ることができます。

また、申請書類の修正・再提出や申請の撤回は一切できません。

(3) 提案は、１応募者（グループ申請の構成団体である場合を含む。）につき１提案

までとし、複数提案することはできません。

(4) 複数の団体でグループを構成して応募する場合は、全ての団体について、前記

１(3)から(14)及び(21)の書類の提出が必要です。

第７ 申請受付期間

申請を受け付ける期間は、令和３年８月２日（月）から令和３年８月２４日（火）ま

での執務時間内（午前８時３０分から午後５時１５分まで）とします。ただし、土曜日、

日曜日及び祝日は除きます。

また、郵送の場合は、令和３年８月２４日（火）午後５時１５分必着とします。

第８ 選定委員会の設置及び審査・選定

指定管理者の選定については、その選定過程や手続の透明性・公正性を高めるため、

外部の有識者で構成する群馬県立都市公園指定管理者選定委員会（以下「選定委員会」

という。）を設置し、総合的に審査・選定を行います。

審査は、書類審査による第１次審査と、申請団体によるプレゼンテーション及び申請

団体に対するヒアリングを踏まえた第２次審査を行います。

第９ 選定の基準

選定委員会は、次の基準により審査の上、第２次審査で合計得点が第１位となった者
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について、指定管理者の候補者に適すると判断した場合に、その旨を群馬県に答申しま

す。群馬県は、選定委員会の答申結果を基に候補者を決定します。

ただし、合計得点が第１位であっても、選定基準の中で得点が基準点に満たないもの

がある場合は、候補者に選定しません。また、選定委員会において各選定委員の採点状

況等を総合的に検討し、合計得点が第１位でない者を候補者に適すると判断する場合が

あります。

１ 選定基準

(1) 事業計画の内容が公益性に優れるとともに、県民の平等な利用を確保することが

できるものであること。

(2) 事業計画の内容が当該施設の設置の目的を効果的かつ効率的に達成することがで

きるものであること。

(3) 指定管理者の指定を受けようとする団体が事業計画に沿った管理を安定して行う

能力を有するものであること。

(4) その他施設の設置目的を達成するために必要と認める基準を満たすものであるこ

と。

２ 審査項目、審査内容及び配点等

(1)公園に共通する審査項目

大項目 中項目 審査の要素 配点

公益性 管理運営 ・施設の設置目的に合致した基本方針となっているか １２

方針 ・ＳＤＧｓを考慮した、公園を管理運営するにふさわ

しい理念・運営方針をもっているか

・運営方針が敷島公園の特性を活かしているか。

・運営方針を実行するための体制確保がなされている

か

・県民の平等な利用が確保される内容となっているか。

・労務管理が適正か

・労務関係、法令尊守を正しく理解しているか

経済性 経済性・ ・指定管理料※の有効活用が図られているか １０

収支計画 ・収支は事業計画と整合しているか

・実現可能な収支計画となっているか

効果性 サービス ・県民サービスの向上に資する計画になっているか。 １８

等の向上 ・民間等のノウハウの活用等など、指定管理者導入の

・広報・ 主旨をいかした質の高いサービスの提供を実現でき
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広聴 るか（公園管理にいかせる独自の斬新なアイデアを

有しているか等）

・利用者増加のための取組があるか

・自主事業は具体的かつ実現性の高い提案がされてい

るか

・利用者の要望や苦情に対する対応は適切か

・広報に関する広範なノウハウ・情報を有しているか

・広報に関する取り組み方は具体的か

・利用者のニーズの把握方法は具体的かつ実現可能か

・現地調査の頻度や公園の特性を理解しているか

・周辺住民に配慮した地域貢献について、効果的な提

案がなされているか

県民との ・広範で多様な主体が関わる公園運営計画となってい １０

協働 るか

・県民やボランティアと協働を推進できる計画になっ

ているか

・ボランティアの受入れ態勢が確保され、対象が広

範か

・協働のためのコーディネートができる職員を配置し

ているか

・地域特性をとらえた具体的な案がなされているか

安定性 維持管理 ・適正かつ確実な維持管理を行う内容となっているか ８

・安全管理を含めた日常の公園の見せ方を管理の面か

らどのような提案をなされているか

組織運営 ・管理責任者及び管理体制が明確になっているか ３

・ ・適切で十分な職員配置か

組織体制 ・職員の育成・研修体制は十分か

・採用確保方策は適切か

・安定した管理体制を提供できる経営基盤が構築され

ているか

人材育成 ・指定管理期間を通じた人材育成計画が適切なものか。 ３

・育成方法、取得資格や人数の目標は適当か

安全・ 情報管理 ・個人情報の保護に対して十分な能力を有しているか ６

安心 ・機密保持義務についての対策は十分か

安全管理 ・事故、災害発生時等の危機管理体制、対応方針は十
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分か

・日常の安全対策についてリスクを想定し具体的な対

策を講じているか

環境管理 ・環境保全に配慮した管理運営となっているか

・廃材処理等について、リサイクル、リデュース、リ

ユースなどについて配慮があるか

※ 群馬県が指定管理者に支払う管理費用（以下「指定管理料」という。

(2)敷島公園の課題の対策に応じた審査項目

大項目 中項目 審査の要素 配点

安全・ 安全管理 ・公園を安全・安心に利用するための新型コロナウイ ５

安心 ルス等の感染症対策と、新しい日常（ニューノーマ

ル）を踏まえた新たな公園利用のあり方について、

効果的な提案がなされているか

効果性 サービス ・プロスポーツの公式戦や各種競技会の開催・大会運 ７

等の向上 営について、主催者と連携した準備や施設管理、ま

広報・広 た来園者に対する駐車場混雑情報及び誘導を適切に

聴 ・（ 熱 実施する提案がなされているか

意）

県民との ・地域住民や企業との連携も含め、園内修景の向上策 ５

協働 について効果的な提案がなされているか

安定性 維持管理 ・４つの天然芝を有する運動施設（陸上競技場、補助 １３

陸上競技場、野球場、サッカー・ラグビー場）につ

いて、繁忙期には複数施設で同時にメンテナンスを

行う必要があるが、競技者の視点を踏まえた管理方

法となっているか

・水泳場の機械設備等について、突発的な故障等に対

応し、大会運営等に与える影響を最小限とする点検

・維持管理方法となっているか

(3)現在の指定管理者が応募した場合の審査項目

大項目 中項目 審査の要素 配点

安定性 専門知識 ・現指定期間の４年間の各年度の評価結果に応じて加 ４

・経験 点又は減点する ～
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－４

３ 障害者雇用率加算等

申請者の障害者雇用率（障害者の雇用の促進等に関する法律施行令又は同法施行

規則に基づく報告における実雇用率を指す。以下同じ。）の達成の程度に応じて上

記の配点とは別に、下表とおり加点減点項目・配点を定めるものとします。

なお、法定雇用障害者数を満たしていない申請者については、指定管理期間中の

達成に努めることとします。

１．障害者雇用率が2.3％以上2.6％未満の場合（地方公共団体を除く）

・障害者雇用状況の報告義務（※２）がある団体 ３点の加算

・障害者雇用状況の報告義務（※２）がない団体 ４点の加算

２．障害者雇用率が2.6％以上の場合（地方公共団体を除く）

・障害者雇用状況の報告義務（※２）がある団体 ４点の加算

・障害者雇用状況の報告義務（※２）がない団体 ５点の加算

３．地方公共団体の場合（括弧内は教育委員会）

・障害者雇用率が2.6%（2.5%）以上2.9%（2.8%）未満 ３点の加算

・障害者雇用率が2.9%（2.8%）以上 ４点の加算

４．過去2年分（※４）の障害者雇用納付金について、滞納があった場合 ５点の減点

※１ グループ申請の場合は、原則全事業者の平均で算定するものとする。

※２ 障害者の雇用の促進等に関する法律に定められている国への報告を指す。
※３ ３年以上継続して上記障害者雇用率を満たしていたにも拘わらず、障害者の

都合による離職等により、指定管理者募集年度に上記障害者雇用率を満たせな
い特別な事情が認められる場合で、今後障害者の新たな採用の意向が認められ
るときは、上記加点の５０％を限度として加点する。

※４ 指定管理者募集年度の前年度申告分及び前々年度申告分を指す。

第10 スケジュール

１ 募集要項の配布

(1) 配布期間 令和３年７月１日（木）から令和３年８月２４日（火）まで

(2) 配布時間 ・下記配布場所では配布期間内（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）

の午前９時から午後５時１５分まで※

・群馬県ホームページでは配布期間内の終日

※７月１日（木）は午後１時から配布します。

※配布最終日（８月２４日）は午後４時をもって掲載を終了します。

※サーバの不調やメンテナンス等により、一時的に閲覧及びダウン

ロードができなくなることがあります。

(3) 配布場所 ・前記第６－２(1)の提出場所に同じ

・群馬県ホームページ
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２ 申請に関する現地説明会

申請に関する現地説明会を次のとおり開催しますので、申請を行う場合は必ず出席

してください（出席しない団体は失格とします）。グループで申請する場合は、代表

となる団体は、必ず出席してください。

(1) 日時：令和３年７月２７日（火）１０時００分～

(2) 場所：敷島公園

(3) 参加申込：参加を希望する団体等は、（作成要領 様式５）により、令和３年７

月２０日（火）までに群馬県県土整備部都市計画課公園緑地係あて、

直接持参、郵送、ＦＡＸ、メールのいずれかの方法で申し込んでくだ

さい。

３ 申請に関する質問

質問がある場合には、質問表（作成要領 様式６）により、ＦＡＸ又はメールにて

群馬県県土整備部都市計画課公園緑地係までお送りください(電話での質問は受け付

けません。）。

受付期間は、７月１日（木）午後１時～７月２０日（火）午後５時１５分までとし、

質問の回答は、上記２の７月２７日（火）に開催する説明会で行います。

４ 第１次審査結果の通知

第１次審査の結果は、令和３年１０月頃に全ての申請者に対して通知します。

５ プレゼンテーション及びヒアリング

第１次審査を通過した団体には、申請内容等に関するプレゼンテーション及びヒア

リングを実施します。日時・場所等の詳細は、第１次審査の結果と併せて連絡します。

説明者は、当初契約時に予定している園長又は現場責任者が行うこととします。

６ 選定結果の通知

指定管理者の候補者の選定結果については、令和３年１１月頃に、第２次審査に参

加した全ての申請者に対して通知します。

７ 選定結果の公表

指定管理者の候補者を選定した審査の過程や審査結果等は、群馬県ホームページで

公表します。

８ 指定管理者の指定
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指定管理者の指定については、県議会（令和３年第３回後期定例会）における議決

を経て行うものとします。

第1１ 管理費用等

１ 指定管理料の総額

指定管理料の総額は、次に示す額を上限とし、収支計画において指定管理料がこの

額を超えている申請は、第１次審査において失格とします。

指定管理料の額

５９６，７４５千円以内（消費税及び地方消費税（以下「消費税等」と

いう。）を含む３年間の総額。３年間の税抜きの総額は、５４２，４９６

千円）

なお、この上限額は予定金額であり、実際の上限額は、事業計画書の中で提案され

た額を上限として、群馬県の予算の範囲内において協議により定める額とします（具

体的には、後記第１２－１の基本協定で定めるものとします。）。また、各年度の指定

管理料は、各会計年度の群馬県の予算の範囲内において協議により定める額とします。

（具体的には、後記第１２－１の年度協定で定めるものとします。）

２ 管理費用の算出

管理費用の算出に当たっては、人件費、維持管理費、事務費、光熱水費、消耗品費、

修繕費、備品購入費、委託費、租税公課など、管理業務に必要な経費を計上し、提案

してください。経費算出に当たり、平成３０年度、令和元年度及び令和２年度の事業

報告書を閲覧することは可能です。事業報告書の閲覧場所は、群馬県県土整備部都市

計画課であり、閲覧期間は、７月１９日（月）午前９時～８月２４日（火）午後４時

までです。なお、有料公園施設（アマチュアスポーツ以外のスポーツに係る利用（県

内に活動の拠点を置くスポーツチームによるものに限る。）を除く。）及び行為許可（行

為の期間が１年以上にわたるもの及びアマチュアスポーツ以外のスポーツに係る利用

（県内に活動の拠点を置くスポーツチームによるものに限る。）を除く。）に係る利用

料金は指定管理者の収入となりますので、利用者数等を適正に見積もって管理費用を

積算し、利用料金収入を含めた収入と管理費用との差額を指定管理料収入として計上

してください。

また、利用料金の実績に変動があっても、原則として指定管理料は変更しません。



- 15 -

＜参考＞平成３０年度、令和元年度，令和２年度の利用料金実績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

有料施設利用料金 ２８，１３７千円 ２７，１３５千円 １５，８７２千円

行為許可利用料※ ２，５４５千円 ３，１８９千円 ５４６千円

合 計 ３０，６８２千円 ３０，３２４千円 １６，４１８千円

※上記表は、アマチュアスポーツ以外のスポーツに関連して行われるもの及び行為の期間

が一年以上にわたる行為に係る許可を除くものである。

３ 支払方法

指定管理料の支払方法は、県と指定管理者が協議の上、後記第１２－１の年度協定

で定めます。

４ 指定管理料の経理

指定管理料の経理は、団体の他の事業に係る経理と明確に区分した上で群馬県の会

計年度（４月１日から翌年３月３１日まで）ごとに区分してください。また、指定管

理業務に係る専用の口座を開設してください。他の事業との共通経費がある場合は、

あらかじめ適正な配賦基準を定めて計上してください。さらに、自主事業を行う場合

は、自主事業に係る経費を区分して経理してください。

５ 消費税等の扱い

指定期間中に、消費税率が見直された場合については、関係経費について確認の上、

必要額を見直すこととします。

指定管理者として指定された場合、協定書の締結にあわせて、課税事業者届出書（様

式１８）又は免税事業者届出書（様式１９）を提出していただきます。

６ 収入に関する留意事項

(1) 指定管理者が施設の管理に際して見込める収入は、原則次のとおりです。

① 指定管理料

② 利用料金

(2) 自主事業等、その他の収入を見込む場合は、具体的な内容を明示の上、事業計

画作成前にお問い合わせください。

指定管理者の収入とはできない事項（例：施設のネーミングライツ料収入）が計

上されている場合、第１次審査において失格となることがありますので、御注意く

ださい。
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第12 その他の留意事項

１ 協定に関する事項

指定管理者に指定された場合には、指定の期間を通じた「基本協定書」と年度ごと

に定める「年度協定書」を締結することになります。

【基本協定書】

基本協定書に定める主な事項は、次のとおり予定しています。

(1) 指定管理者が行う業務に関する事項

(2) 当該施設の管理費用等に関する事項

(3) 自主事業に関する事項

(4) 個人情報の保護に関する事項

(5) その他必要な事項

・協定の目的

・指定の期間

・協定の適用関係

・区分経理

・文書の管理及び保存

・備品の取扱い

・秘密の保持

・月例報告書、事業報告書等の作成及び提出

・モニタリングの実施

・リスク分担

・委託の原則禁止

・権利義務の譲渡の禁止

・緊急時の対応

・不可抗力による業務の免除

・指定の取消し

・指定管理者による協定解除の申出

・指定管理業務の引継ぎ

・運営協議会の設置

・評価委員会への協力

・障害者雇用

・原状回復義務

・損害賠償

・諸規則の整備及び提出（個人情報保護、情報公開、使用承認事務処理、緊急時
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の連絡体制、省エネルギー関係法令に基づく管理標準等）

・暴力団等の排除（指定管理業務からの排除、利用からの排除）

【年度協定書】

年度協定書に定める主な事項は、次のとおり予定しています。

(1) 当該年度の業務内容（事業計画）

(2) 当該年度の管理費用に関する事項

(3) その他必要な事項

２ 指定の取消し

(1) 前記第１０－８により指定管理者の指定を受けた者が正当な理由なく協定締結

に応じない場合は、指定管理者の指定の議決後においても、当該指定を取り消す

場合があります。

(2) 協定締結までの間に次のいずれかの事項に該当することが判明した場合は、指

定管理者の指定を取り消し、協定を締結しないことがあります。

① 資金事情の悪化等により、適正な施設管理を継続することが確実でないと認め

られるとき

② 著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認め

られるとき

(3) 指定の期間中であっても、施設の管理を継続することが適当でないと認めると

きは、指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて指定管理業務等の停止を

命じることがあります。

(4) 指定管理者による協定解除の申出を受けた場合、申出がやむを得ないものと認

めるときは、協定を解除し、指定管理者の指定を取り消すことができるものとし

ます。この場合、あらかじめ協定書において定めた額を違約金として指定管理者

に請求することがあります。

３ 法令遵守に関する事項

指定管理者は、次に掲げる関連する法令等を遵守し、業務を遂行していただきます。

(1) 都市公園法

(2) 群馬県立公園条例

(3) 群馬県暴力団排除条例

(4) 群馬県情報公開条例

(5) 地方自治法その他行政関係法令

(6) 労働基準法その他労働関係法令

(7) エネルギーの使用の合理化に関する法律その他省エネルギー関係法令
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(8) 障害者の雇用の促進等に関する法律

(9) その他の関係法令

４ 障害者の雇用に関する事項

(1) 本施設において、5人以上の職員を雇用する場合は、次表のとおり施設自体での

障害者雇用に努めてください。

施設の従業員数 雇用する障害者数

5人～43人 0.5人以上

43.5人～65人 1人以上

65.5人～86.5人 1.5人以上

87人～108.5人 2人以上

109人～130人 2.5人以上

130.5人以上 3人以上

※人数のカウント方法は、障害者雇用率の算定に同じ

(2) 指定管理者に指定された場合には、当該団体として、障害者の雇用の促進等に

関する法律で定められた基準を満たすよう、障害者の雇用に努めてください。

５ 障害を理由とする差別の解消の推進に関する事項

指定管理者に指定された場合には、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法

律に定めるもののほか、群馬県知事部局等における障害を理由とする差別の解消に関

する対応要領に準じて、不当な差別的取扱いの禁止、合理的配慮の提供その他障害者

に対する適切な対応を行っていただきます。

６ 損害賠償責任保険に関する事項

指定管理者としての注意義務を怠ったことなどにより、利用者や第三者に損害を与

えた場合の備えとして、指定管理者の負担において損害賠償責任保険に加入していた

だきます。

７ 情報公開・個人情報保護に関する事項

(1) 情報公開に関する事項

指定管理者に指定された場合には、群馬県情報公開条例に基づき、敷島公園の

管理に関する範囲において、群馬県に準じる取扱いを定めた規程等を制定してい

ただきます。

(2) 個人情報保護に関する事項
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指定管理者に指定された場合には、群馬県公の施設に係る指定管理者の指定の手

続等に関する条例並びに個人情報の保護に関する法律及び群馬県個人情報保護条

例に基づき、施設の管理に関し知り得た個人情報等の保護について適切な対応を

図っていただきます。

８ 責任分担に関する事項

群馬県と指定管理者の責任分担については、協定書で定めることとしますが、群馬

県の基本的な考え方は概ね次のとおりです。

項目 指定管理者 群馬県 備 考

公園及び公園施設の保守点検 ○

公園及び公園施設の維持管理 ○

公園及び公園施設の修繕 ○ ○ 簡易又は緊急を要する修繕

は指定管理者

備品更新や新規購入 ○ ○ 指定管理者が整備した備品

は群馬県に帰属する。

緊急時対応（災害発生時） ○ ○

復旧工事（災害復旧工事等） ○

公園及び公園施設に係る保険 ○ 設置瑕疵に関しては群馬県、

（設置瑕疵） 管理瑕疵については指定管

〃 （管理瑕疵） ○ 理者の対応

包括的管理責任 ○

公園の許認可 占用許可 ○ ※行為の期間が１年以上に

公園施設設 ○ わたるもの及びアマチュア

置・管理許 スポーツ以外のスポーツに

可 係る利用（県内に活動の拠

行為許可 ○ ※ ○ 点を置くスポーツチームに

よるものに限る。）を除く

有料公園施設の使用許可 ○ ※ ○ ※アマチュアスポーツ以外

のスポーツに係る利用（県

内に活動の拠点を置くスポ

ーツチームによるものに限

る。）を除く

有害鳥獣対策 防護柵等の ○

設置
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捕獲 ○ ○

利用者周知 ○

９ モニタリングに関する事項

(1) 月例報告書の作成及び提出

毎月の利用実績など指定管理業務等の実施状況等を記載した月例報告書を毎月作

成し、当該月の翌月の１０日までに群馬県に提出していただきます。

(2) 利用者満足度調査の実施

利用者の意見や要望等を把握するため、毎年度、定期的に利用者満足度調査（利

用者アンケートなど）を実施し、その結果及び業務改善の状況等について群馬県に

報告していただきます。

(3) 事業報告書の作成及び提出

管理の業務の実施状況及び利用状況等に関する事項を記載した事業報告書を毎年

度終了後６０日以内に群馬県に提出していただきます。

(4) 財務諸表等経営の状況を示す書類の提出

指定管理者団体の事業会計年度決算ごと（中間決算を含む）に、財務諸表等経営

の状況を示す書類を提出していただきます。

(5) 群馬県及び評価委員会による管理運営状況の確認調査及び評価

群馬県及び群馬県の委嘱を受けた評価委員会が定期的に行う管理運営状況の確認

調査に協力していただきます。

なお、群馬県及び評価委員会は年度ごとに管理運営状況を評価します。

(6) 管理運営状況の公表

各施設について、別途群馬県が定める様式により、各年度の指定管理者の管理運

営状況を取りまとめ、群馬県のホームページで公表します。

10 オンラインによる施設の予約申請受付等に関する事項

テニスコートの使用承認については、パソコンや携帯電話等からインターネットに

よる施設予約申請の受付等も実施していただきます。

システムは群馬県が用意する「群馬県域施設予約システム(施設予約システム)」を

利用して、運用していただくこととなります。

詳しくは、別添仕様書を確認してください。

11 引継ぎに関する事項

(1) この募集により指定管理者が交替することとなった場合、新たな指定管理者は、

指定管理者指定後に群馬県及び現在の指定管理者と、速やかに業務の引継ぎにつ
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いて協議を行い、令和４年度からの管理が円滑に開始できるよう、引継ぎを行う

こととします。また、指定管理開始日に先立ち、管理運営に必要な人材や資材を

確保してください。

(2) 引継ぎに当たって必要な経費は、原則として新たな指定管理者の負担とします。

(3) 施設の管理開始前に、現在の指定管理者が既に受け付けている令和４年４月１

日以降の施設利用等の予約については、新たな指定管理者が引き継ぐものとしま

す。また、予約金の前受金がある場合は、現在の指定管理者から引き継ぐことと

なります。

12 その他

(1) 申請に係る経費は、すべて申請者の負担とします。

(2) 提出期限後に申請書類の変更及び追加をすることはできません。

(3) プレゼンテーションを行った者を当初契約時に園長又は現場責任者とすること。

契約後の変更は、面接等により同程度の能力を有していると認めた場合に限りま

す。

(4) 次のいずれかに該当するときは、失格とします。

・申請書類に虚偽の記載があったとき。

・選定に関して選定委員と接触したとき（申請前を含む。）。

・提出期限までに必要な書類が揃わなかったとき。

・その他不正な行為があったとき。

(5) 申請情報について暴力団等との関係の有無を関係機関に照会することがありま

す。

(6) 指定後に暴力団等との関係その他欠格事項に該当することが判明した場合は指

定の取消し等を行います。

(7) 指定後に指定管理者の業務の内容が仕様書の条件を満たさない場合で、かつ、

その改善が見込めない場合又は県が改善のために業務の一部を実施した場合には、

管理費用を減額することとなる場合があります。

(8) 有料公園施設（会議室等を含む）を、群馬県等が使用するときの利用料金は、

原則として無料とします。

第13 問い合わせ先

群馬県県土整備部都市計画課公園緑地係

所在地：前橋市大手町一丁目１番１号 電 話：（０２７)２２６－３６７５

ＦＡＸ：(０２７)２２１－５５６６ メール：keikakuka@pref.gunma.lg.jp
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群馬県立敷島公園指定管理者申請書 作成要領

【申請に必要な図書】

①指定管理者指定申請書（様式１）

②事業計画書

(ｱ)事業計画書（様式２）

(ｲ)事業計画書要旨（様式３）

③団体等及び代表者が欠格事項に該当しない旨の申告書（様式４）

④決算書又はこれらに相当する書類（申請の日の属する事業年度の直近３事業年度の書

類）（原本の写し及び 様式１２、１３、１４。ただし、様式１２、１３、１４につ

いては、商業、製造業、建設業等、現在用いている決算書に基づく三期連続決算書の

添付に代えることができる。）

⑤事業報告書又はこれに類する書類（申請の日の属する事業年度の前事業年度の書類）

⑥定款、寄付行為又はこれに相当する書類

⑦法人については登記事項証明書、法人以外の団体にあっては代表者の住民票の写し

（個人番号（マイナンバー）が記載されていないもの）

⑧役員の名簿

⑨納税証明書

a 法人の場合は、群馬県税、法人税、消費税等の納税証明書

b 設立１年未満は代表者の各納税証明書

c その他の団体の場合は、代表者の各納税証明書

⑩労働保険に加入していることを証する書類（従業員を雇用していない事業者は除く。）

⑪社会保険に加入していることを証する書類（従業員を雇用していない事業者は除く。）

⑫就業規則の写し（労働者の数が常時１０人未満の場合は除く。）

⑬障害者雇用状況報告書の写し（提出義務がある事業者に限る。）

⑭障害者雇用納付金に係る申告書の写し及び納付書の写し（令和２年度及び令和元年度

のもの）（対象となる事業者に限る。）

⑮グループで申請する場合は、構成する団体等を記載した書類（様式７）

⑯グループ申請の場合は、グループによる申請に当たっての誓約書（様式８）

⑰グループ申請の場合は、申請手続きに関する委任状（様式９）

⑱園長及び現場責任者の予定者（※注）の氏名と経歴（様式１５）

⑲公園または公園の類似施設の管理実績を証明するもの（様式１６）

⑳労務管理に関する調査書（作成要領 様式１７）

㉑社会保険算定基礎届の控え（受領印のあるもの）の写し（最新のもの）

（※注）園長及び現場責任者の予定者（以下「予定者」という）について
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（ⅰ）予定者は公園又は公園の類似実績の管理の経験がなくても可とする。

（ⅱ）園長は開園日数の半分以上を現場勤務とするものとする。

（ⅲ）園長は現場責任者を兼ねることができる。

【全般的な事項】

（１）申請する図書一式の規格はＡ４とする。ただし、各種証明書、図面等で規格が異な

るものについてはこの限りではない。

本文について、フォントはＭＳ明朝を原則とし、見出しについては、ＭＳゴシック

を使用する。また、本文の文字サイズは１２ポイントとする。

（２）申請図書は、この作成要領に添付されている様式のものを使用すること。

（３）申請図書は、製本せずに２孔式のファイルで取りまとめること。

（４）２孔式ファイルの表紙及び背表紙に、タイトルとして「敷島公園指定管理者申請書」

及び「提案団体等の名称（グループ申請の場合はグループ名）」を記載すること。

（５）ファイル表紙の右上に、正本には「正」と、副本には「副」と記載すること。

（正本１部 副本１４部 計１５部、ただし㉑は別綴じで正本１部でよい。）

（６）各種証明書（登記事項証明書等）については、副本分は写しを添付すること。

（７）申請図書には適宜インデックスを付けること。

（８）グループ応募の場合には、グループを構成する全ての団体等の各種証明書を添付す

ること。

【各図書別留意事項】

（１）指定管理者指定申請書（様式１）

①記載するべき事項を全て記入すること。

②連絡先を必ず記載すること。

（２）事業計画書（様式２）

①この作成要領中の[事業計画書作成要領]に基づき、各設問ごとに必要事項を記載する

こと。

②必要に応じ、説明図等を添付すること。

（３）事業計画書要旨（様式３）

事業計画書の内容をまとめること。

（４）グループで申請する場合

①グループで申請する場合には、グループを構成する団体等の全てについて、申告書を

作成すること。（様式４）

②グループで申請する場合には、申請に必要な図書の③～⑩を構成する団体等ごとにま

とめること。
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【事業計画書作成要領】

以下の項目ごとに別紙様式２および様式１０、１１を使用して作成すること。

各項目の説明文中「記載すること」と書いてあるものは該当事項があれは記載すること。

その他の説明は参考とし、これ以外に独自の取り組みがあれば記載すること。

【１】団体に関する事項

団体の名称、代表者氏名、事業所等の所在地、設立年月日、資本金（基本財産）、

従業員数、担当部署名等を記載すること。

【２】管理運営計画に関する事項

Ⅰ．公益性に関する事項

１．施設の管理運営方針

施設の管理運営方針について基本的な考え方を記載すること。

（運営理念、施設の設置目的に合致した基本方針、県民の平等利用等について記載

すること。また、管理運営方針に関してＳＤＧｓの理念を取り込んでいることがあ

れば記載）

２．労務管理

労務管理について記載すること。

Ⅱ．収支計画に関する事項

指定期間中の収入と支出の計画を各年度ごとに別葉で記載すること。また年度区分に

ついて漏れのないように記載すること。

Ⅲ．効果性に関する事項

１．県民サービスの向上

利用者へのサービス向上のための取り組みを記載すること。

（利用者増加、自主事業の立案・実施、各公園の特徴を効果的に生かした取り組み

等）

周辺住民に配慮した地域貢献について、記載すること。

２．広報・広聴

公園及び公園施設の利用効果を促進するための広報・広聴について記載すること。

（県民ニ－ズの把握、利用者の要望・苦情の収集、県民全体へのＰＲ等）

３．県民との協働

県民と協働した公園づくりを展開するための取り組みを記載すること。

（一般県民及びボランティアの受け入れ、職員配置等の対応、ボランティア等に依

頼する範囲等）
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Ⅳ．安定性に関する事項

１．組織体制

年間を通して安定した管理を行うための組織体制の考え方を記載すること。また本

社等のサポ－ト体制等があれば記載すること。

２．維持管理

（１）公園及び公園施設の維持管理計画を記載すること。

また、年間維持管理作業実施計画書（様式１０）を作成すること。

（２）法定検査項目を列挙し頻度と必要事項（有資格者等）を満たすための方法を記

載すること。また外部委託を考えている場合、その委託先の選定と管理について

記載すること。（外部委託業務は収支計算書にもその内訳を記載すること。）

３．組織運営

（１）公園管理に係る組織図、職員配置の考え方を記載すること。

（連絡体制、管理区分、有資格者、障害者の雇用、従業員の安全教育等）

（２）人員配置計画表（様式１１）を作成すること。

４．人材育成

指定管理期間を通じた人材育成計画について記載すること。また、育成方法や資格

取得目標などについて、記載すること。

５．知識・経験

公園等の維持管理に関する知識・経験等があれば記載すること。

また、公園および類似施設等の管理運営実績がある場合は、施設ごとに、施設名、

施設所在地及び管理運営期間を記載すること。

団体、予定者について経験がある場合は、様式１５，１６に記載のこと。

経験については過去１０年間とする。

Ⅴ．安全・安心に関する事項

１．情報管理

情報管理について記載すること。

（機密保持、個人情報保護、情報公開等）

２．安全管理

（１）安全管理について記載すること。

（日常の安全対策、緊急時・防災時の対策等）

（２）緊急時の連絡動員体制を記載すること。

３．環境管理

環境保全への取り組みを記載すること。
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Ⅵ．各公園の課題の対策に応じた事項

１．公園の利用

（１）公園を安全・安心に利用するための新型コロナウイルス等の感染症対策につい

ての提案を記載すること。

（２）新しい日常（ニューノーマル）を踏まえた新たな公園利用のあり方について、

効果的な提案を記載すること。

２．プロスポーツの公式戦や各種協議会の開催・大会運営

（１）主催者と連携し、準備や施設管理を適切に実施するための提案を記載すること。

（２）来園者に対する駐車場混雑情報及び誘導を適切に実施するための提案を記載す

ること。

３．園内修景の向上策について

（１）地域住民や企業との連携も含めた園内修景の向上策についての提案を記載する

こと。

４．運動施設（陸上競技場、補助陸上競技場、野球場、サッカー・ラグビー場、水泳

場）の管理方法

（１）４施設の天然芝について、繁忙期での複数施設で同時にメンテナンスを行う際

に、競技者の視点を踏まえた管理方法を提案し記載すること。

（２）水泳場の機械設備等について、突発的な故障等に対応し、大会運営等に与える

影響を最小限とする点検・維持管理方法を記載すること。

Ⅶ．その他提案事項

上記以外に提案事項があれば記載すること。


